
年金財政の安定性と今後

―財政再計算に基づく財政検証で考える―

年金数理部会セミナー2006
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厚生労働省 「平成１６年制度改正の全体像」より
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平成１６年改正のおもな項目

• 保険料水準固定方式の導入
• スライド調整 （マクロ経済スライド）

• 給付水準の下限設定
• 永久均衡方式 → 有限均衡方式

• 国庫・公経済負担割合 １／３ → １／２

………………………………………………………
• 国共済と地共済の財政単位の一元化
• 私学共済の保険料率の引上げの前倒し
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マクロ経済スライドによる調整率
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（注１）マクロ経済スライドによる給付水準調整は、スライド調整率を指標として行われるが、
　　　　　・賃金水準や物価水準が低下した場合には、給付水準調整を行わないこと
　　　　　・賃金水準や物価水準が上昇した場合でも、機械的にスライド調整率を適用すると年金の改定率がマイナスとなる場合は、
　　　　　　年金の名目額を引き下げることはしないこと
　　　　とされている。
（注２）財政再計算においては、2100年度の積立度合がちょうど１となるように、給付水準調整終了年度のスライド調整率を調整している。

　財政再計算結果の
　給付水準調整終了年度
　　　　　2023年度
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基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担

• 実際の引上げ

平成16年度
1/3＋296億円(地方公共
団体等の負担を含む)

平成17年度
1/3＋11/1000＋1192億円

(地方公共団体等の負担を含む)
平成18年度

1/3＋ 25/1000
平成19年度を目途に21年度ま
でのいずれかの年度以降

1/2

• 財政再計算での予定

平成16年度
1/3＋296億円(地方公共
団体等の負担を含む)

平成17～20年度
1/3＋11/1000

平成21年度～
1/2
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被保険者数　指数(2005年度=100)
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被保険者数の将来推計の方法

（厚生年金）

労働力人口 （性 ・年齢別 ）

被用者年金被保険者数 （性 ・年齢別 ）

厚生年金被保険者数（性 ・年齢別 ）

第３号被保険者数 （性 ・年齢別 ）

第１号被保険者数 （性 ・年齢別 ）

将来推計人口 （性 ・年齢別 ）

労働力人口に占める被用者
年金被保険者数の比率

共済組合被保険者数
（性 ・年齢計 ）の将来見通し

労働力率の見通し

第２号被保険者数に対する
第３号被保険者数の比率

共済組合被保険者数（性 ・年齢別 ）

共済組合被保険者の基礎数

各共済組合の被保険者の
脱退力 ・新規加入者分布
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受給者数　年金種別　合計　指数(2005年度=100)
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財政見通し設定の流れ １

基礎年金（マクロ経済スライド適用前）

最終年度の積立度
合が １になるように

国民年金

給付費
基礎年金
拠出金
単価

収入 保険料

　

支出
　

拠出金

収支残
年度末
積立金
 
　　　　●

設定

単価(法定)

将来推
計より

人数

給付費
将来推計

× マクロ経済
スライド１

人数単価

×

×

マクロ経済スライド１

・・・

×

・・・

①

②
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財政見通し設定の流れ ２

給付費 基礎年金
拠出金
単価将来

推計

マクロ経済
スライド１

×

収入保険料

　
保険料率
(法定)

報酬

支
出
　

収支残

年度末
積立金

　　　　●

最終年度の積立度
合が １になるように

設定

・・・

給付費

拠出金
単価 人数×

厚生年金基礎年金（マクロ経済スライド適用後）

将来推計

× マクロ経済
スライド２

×

・・・

③

④

⑤

適
用



11

財政見通し設定の流れ ３

給付費 基礎年金
拠出金
単価将来

推計

マクロ経済
スライド１

×

収入保険料

　
保険料率
(法定)

報酬

支
出
　

収支残

年度末
積立金

　　　　●

最終年度の積立度
合が １になるように

設定

・・・

給付費

拠出金
単価 人数×

厚生年金基礎年金（マクロ経済スライド適用後）

将来推計

× マクロ経済
スライド２

収入 保険料

　
保険料率 報酬

・・・

支
出
　

収支残
年度末
積立金

    　　●

最終年度の積立
度合が一定値以
上となるように拠出金

単価 人数

給付費

将来推計

×

マクロ経済
スライド２

×

決定

共済年金

×

・・・

×

・・・

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

適
用

適
用
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各制度の保険料率

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095 2100

年度

％

厚生年金
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積立度合１

国共済＋地共済
積立度合２

国共済＋地共済
積立度合３

国共済＋地共済
積立度合４

私学共済

国共済

地共済

私学共済

厚生年金

国共済＋
地共済

国共済＋地共済・積立度合１～４
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財政再計算による収支見通し 【厚生年金】
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財政再計算による収支見通し 【国共済＋地共済】
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財政再計算による収支見通し 【私学共済】
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財政再計算による収支見通し 【国民年金】
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保険料水準固定方式と給付先決め方式

○保険料水準固定方式

保険料水準が法律で決められており、その
収入の中で財政の均衡が保たれるように給付
水準を決めるもの
（厚生年金、国民年金）

○給付先決め方式
給付が厚生年金の給付設計に準拠する形
で先に決まり、財政の均衡が保たれるように
保険料率を決めるもの

（国共済、地共済、私学共済）
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安定性の検証の観点

• 《観点Ａ（保険料水準固定方式の場合）》
給付水準が急激に引き下げられるおそれや、

老後の基本的部分を支えられなくなるおそれ

のないこと

• 《観点Ｂ（給付先決め方式の場合）》
保険料率が急激に引き上げられるおそれや、

負担が過大なものとなるおそれのないこと



19

各制度の標準的な年金の所得代替率の将来見通し
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注１：各制度の標準的な年金としては、夫が当該制度の平均賃金で40年間働き、妻が40年間専業主婦である場合の「夫婦二人の年金」
　　　を用いており、共済年金は職域部分を含んでいる。
注２：所得代替率は、「夫婦二人の年金月額」の「現役（男子）の平均手取り年収（月額換算）」に対する比率である。
注３：年金を受け取り始める時点（65歳）における所得代替率である。
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厚生年金における安定性
（財政再計算結果による検証）

・所得代替率

急激な引下げとはなっていない

・所得代替率
59.3%(2004年度)
→ マクロ経済スライド

→ 50.2%(2023年度)

⇒ 観点Ａに照らし、安定性が確保されている
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共済年金における安定性
（財政再計算結果による検証）

・保険料率の引上げ幅
各制度とも、毎年、0.354%
(国共済は、2009年9月までは0.129%)

・最終保険料率
国共済＋地共済 18.8%
私学共済 18.5%
(厚生年金 18.3%)

⇒ 観点Ｂに照らし、安定性が確保されている
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財政指標

• 年金扶養比率
• 総合費用率
• 独自給付費用率
• 収支比率
• 積立比率
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総合費用率の将来見通し
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独自給付費用率の将来見通し
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収支比率の将来見通し

50

60

70

80

90

100

110

120

130

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095 2100
年度

％

厚生年金

国共済＋地共済・積立度合１

国共済＋地共済・積立度合２

国共済＋地共済・積立度合３

国共済＋地共済・積立度合４

国共済・積立度合１

地共済・積立度合１

私学共済

国民年金



27

積立比率の将来見通し
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運用収入分の料率換算
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積立金の取崩し分の料率換算
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総合費用率と保険料率

の関係

《国共済＋地共済・積立度合１》
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総合費用の保険料換算と保険料の関係（平成16年度価格）

注：総合費用の保険料換算は、社会保障審議会年金数理部会による推計値である。

《国民年金》

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095 2100

年度

（16年度価格）
円

保険料
 （16年度価格）

 運用収入で
 賄う分の
保険料換算

 積立金の
 取崩し分の
保険料換算

 総合費用の
保険料換算
 （16年度価格）



32

（積立金の取り崩し及び運用収入）

注１）　長期的な（平成２１（２００９）年度～）経済前提は、賃金上昇率２．１％、物価上昇率１．０％、運用利回り３．２％としている。

注２）　基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

今後、９５年間（２１００年度まで）にわたる厚生年金の財源と給付の内訳を
運用利回りで現在（平成１６年度）の価格に換算して一時金で表示したもの

厚生年金の財源と給付の内訳　（運用利回りによる換算）
―　平成１６年財政再計算　―

積立金から得られる財源

財　　源 給　　付

合計　　１，７１０兆円 合計　　１，７１０兆円

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

保 険 料
過去期間に係る分
(平成16年度以前)

７４０兆円

１６０兆円

基礎年金分基礎年金分 ３１０兆円

１，２００兆円

＝
うち保険料率　１３．５８%に

相当する分
９２０兆円

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

平成１６年度末

国 庫 負 担

９７０兆円

３７０兆円

注３）　厚生年金に係る積立金は平成１６（２００４）年度末現在約１７０兆円（厚生年金基金の代行部分に係るものを含む）であるが、
　　　　図においては２１００年度時点において１年分の給付費の現価に相当する１０兆円を除いて表示している。

２階部分 ６００兆円

平成１６年度末

１９０兆円

２階部分 ４３０兆円

１５０兆円

３４０兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)
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（積立金の取り崩し及び運用収入）

注１）　平成１６年１０月より、国共済と地共済は財政単位の一元化が図られており、平成１６年財政再計算もこれを前提として行われている。

注２）　長期的な（平成２１（２００９）年度～）経済前提は、賃金上昇率２．１％、物価上昇率１．０％、運用利回り３．２％としている。

注３）　追加費用及び基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

注４）　有限均衡期間の最終年度の積立度合が１のケースとしている。

注５）　現行保険料率は、国共済　１４．３８％、地共済１３．０３％である。

2階・3階部分 ９５．７兆円

平成１６年度末

２２．０兆円

2階・3階部分 １２３．０兆円

基礎年金分 　３８．８兆円 基礎年金分 ４４．０兆円

１８．７兆円

４０．７兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

平成１６年度末

国庫負担等

１３９．７兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)

１６１．９兆円

４５．４兆円

２１５．５兆円

＝
うち現行保険料率に
相当する分

１６０．９兆円

今後、９５年間（２１００年度まで）にわたる共済年金の財源と給付の内訳を
運用利回りで現在（平成１６年度）の価格に換算して一時金で表示したもの

共済年金（国共済＋地共済）の財源と給付の内訳　（運用利回りによる換算）
―　平成１６年財政再計算　―

積立金から得られる財源

財　　源 給　　付

合計　　３０１．５兆円 合計　　３０１．５兆円

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

保 険 料
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（積立金の取り崩し及び運用収入）

注１）　長期的な（平成２１（２００９）年度～）経済前提は、賃金上昇率２．１％、物価上昇率１．０％、運用利回り３．２％としている。

注２）　基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

2階・3階部分 １１．７兆円

平成１６年度末

２．３兆円

2階・3階部分 ６．８兆円

１．８兆円

４．１兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

平成１６年度末

国 庫 負 担

１６．２兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)

１０．５兆円

３．１兆円

基礎年金分 　４．５兆円基礎年金分 ３．８兆円

今後、９５年間（２１００年度まで）にわたる共済年金の財源と給付の内訳を
運用利回りで現在（平成１６年度）の価格に換算して一時金で表示したもの

共済年金（私学共済）の財源と給付の内訳　（運用利回りによる換算）
―　平成１６年財政再計算　―

積立金から得られる財源

財　　源 給　　付

合計　　２６．７兆円 合計　　２６．７兆円

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

掛 金 収 入 １９．６兆円

＝
うち掛金率　10.46%に

相当する分
１２．４兆円
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（積立金の取り崩し及び運用収入）

(注１）　長期的な（平成２１（２００９）年度～）経済前提は、賃金上昇率２．１％、物価上昇率１．０％、運用利回り３．２％としている。

(注２）　基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

(注３）　国民年金に係る積立金は平成16(2004)年度末現在約１１兆円であるが、図においては2100年度時点において

　　　　　1年分の給付費の現価に相当する約１兆円を除いて表示している。

平成１６年度末

８０兆円６０兆円

１５０兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

平成１６年度末

国 庫 負 担

１６０兆円

過去期間に係る分
(平成16年度以前)

１２０兆円

１０兆円

１２０兆円

＝
うち保険料13,300円に

相当する分
１００兆円

今後、９５年間（２１００年度まで）にわたる国民年金の財源と給付の内訳を
運用利回りで現在（平成１６年度）の価格に換算して一時金で表示したもの

国民年金の財源と給付の内訳　（運用利回りによる換算）
―　平成１６年財政再計算　―

積立金から得られる財源

財　　源 給　　付

合計　　２８０兆円 合計　　２８０兆円

将来期間に係る分
(平成17年度以降)

保 険 料
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（単位：％）

厚生年金
国共済＋地共済
（積立度合１）

私学共済 国民年金

100.0 100.0 100.0 100.0

財 70.5 71.5 73.2 43.5

9.5 15.1 11.4 3.6

源 20.0 13.5 15.3 53.0

過去期間に係る分 9.0 6.2 6.8 22.6

将来期間に係る分 10.9 7.3 8.5 30.4

100.0 100.0 100.0 100.0

43.2 53.7 39.3 43.7

給 ２階・３階部分 25.1 40.8 25.2

基礎年金分 18.1 12.9 14.1

付 56.8 46.3 60.7 56.3

２階・３階部分 35.2 31.7 43.7

基礎年金分 21.6 14.6 17.0

注２）　基準時点は平成16年度末である。（過去期間に係る分は平成16年度以前分、将来期間に係る分は、平成17年度以降分である。）
注３）　基礎年金交付金及び追加費用により賄われる給付費を除いて算出している。また、公務上の給付に係る分は含んでいない。
注４）　厚生年金の「２階・３階部分」欄は、２階部分である。

注１）　今後95年間（2100年度まで）にわたる年金の財源と給付の内訳を運用利回りで現在（平成16年度）の価格に換算して一時金で表示
　　　　したもの（運用利回りを割引率とした現価）の構成割合である。

財源と給付の内訳（運用利回りによる換算）の構成割合の比較

合　　　　　計

過去期間に係る分　　計　　

将来期間に係る分　　計　　

合　　　　　計

保　　険　　料

積立金から得られる財源　

国庫・公経済負担　　計　 
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影響をみるため、変更した前提

ア 被保険者数見通しの前提となる将来推計人口を変更した場合

(1)高位推計と中位推計の中間の人口を用いた場合(「少子化改善」)
(2)低位推計の将来推計人口を用いた場合(「少子化進行」)

イ 経済的要素(賃金上昇率、運用利回り等)を変更した場合
(1) 物価上昇率1.0％、賃金上昇率1.8％、運用利回り3.1％(「経済変更１」)
(2) 物価上昇率1.0％、賃金上昇率2.5％、運用利回り3.3％(「経済変更２」)

ウ 死亡率の改善を見込まない場合 (「死亡率改善なし」)

エ 基礎年金拠出金単価のみを低位推計に基づくものに変更した場合

(「拠出金単価のみ変更」)
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1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50
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1.70

1.80

1.90

2.00

2.10

2.20

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 2110 2120 2130 2140 2150

低位推計

中位推計

高位推計

中位推計と高位推計の出生率の平均

2050年の数値から、2150年に向けて人口置換水準（2.07前

後の水準）に回帰すると仮定されている

将来推計人口での合計特殊出生率の仮定
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26

28

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

年

2050年以降は一定とされている

女

男

将来推計人口での死亡率による６５歳の平均余命
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財政再計算で使用された経済的要素

（単位：％）

平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20

(2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008)

物価上昇率 -0.3 -0.2 0.5 1.2 1.5 1.9 1.0

賃金上昇率 0.0 0.6 1.3 2.0 2.3 2.7 2.1

［実質］ [0.3] [0.8] [0.8] [0.8] [0.8] [0.8] [1.1]

運用利回り 0.8 0.9 1.6 2.3 2.6 3.0 3.2

[実質(対賃金上昇率)] [0.8] [0.3] [0.3] [0.3] [0.3] [0.3] [1.1]

（単位：％）

平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20

(2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008)

厚生年金 1.99 1.69 1.81 2.21 2.51 3.0 3.2

国民年金 1.90 1.57 1.74 2.18 2.50 3.0 3.2

平成21
(2009)
以降

平成21
(2009)
以降

注：厚生年金、国民年金については、運用利回りは自主運用分の利回りの前提である。平成19年度
　　までの運用利回りは、これを財投預託分の運用利回り（平成14年度末の預託実績より算出）を
　　勘案した下表の数値となる。



41

前提を変更した場合の所得代替率指数の動き

75

80

85

90

95

100

2005 2015 2025 2035 2045
年度

基準ケース 少子化改善

少子化進行 経済変更１

経済変更２ 死亡率改善なし
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前提を変更した場合の保険料率の見通し
（国共済＋地共済）

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

2005 2015 2025 2035 2045
年度

％

基準ケース・少子化改善・少子化進行

国共済

地共済

経済変更１

経済変更２・拠出金単価のみ変更

死亡率改善なし
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前提を変更した場合の保険料率の見通し
（私学共済）

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

2005 2015 2025 2035 2045
年度

％

基準ケース

少子化改善

少子化進行

経済変更１

経済変更２

死亡率改善なし

拠出金単価のみ変更



最終保険料率の動きで見た前提を変更した場合の影響

16

17

18

19

20

基準ケース 影響を除外 変更後

少子化進行
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最終保険料率の
変動で見た影響

   注：年金数理部会による試算結果である。

15

16

17

18

19

20

21

22

23

基準ケース 影響を除外 変更後

最
終
保
険
料
率

少子化進行
経済変更１

死亡率改善なし

経済変更２

少子化改善

％ 厚生年金

15

16

17

18

19

20

21

22

23

基準ケース 影響を除外 変更後

最
終
保
険
料
率

少子化進行経済変更１

死亡率改善なし

経済変更２

少子化改善

％ 国共済＋地共済

拠出金単価のみ変更

15

16

17

18

19

20

21

22

23

基準ケース 影響を除外 変更後

最
終
保
険
料
率

少子化進行

経済変更１

死亡率改善なし

経済変更２

少子化改善

％ 私学共済

拠出金単価のみ変更



46

平成１６年改正のおもな項目

• 保険料水準固定方式の導入
• スライド調整 （マクロ経済スライド）

• 給付水準の下限設定
• 永久均衡方式 → 有限均衡方式

• 国庫・公経済負担割合 １／３ → １／２
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制度改正の影響試算(財政計算)の組合せ一覧
[厚生年金]

保険料水準固定方式 給付水準の 財政均衡期間の 国庫・公経済負担割合
・スライド調整 下限設定 変更(永久→有限) の引上げ(1/3→1/2)

１ × × × 改正前

２ × × ○

３ ○ × × ○

３’ × ○ ○

４ ○ ○ ○ ○ 改正後

[共済年金]

スライド 給付水準の 財政均衡期間の 国庫・公経済負担割合
調整 下限設定 変更(永久→有限) の引上げ(1/3→1/2)

１ × × × 改正前

２ × × ○

５ ○ × ○

６ ○ ○ ○ 改正後

凡例　：　○･･･あり　　×･･･なし

No. 備考

No. 備考
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【厚生年金】

保険料率 給付水準

No.１ 25.9%       100%

国庫負担引上げ

No.２ 22.8%       100%
スライド調整 永久から有限へ

保険料率 給付水準

No.３ 18.3%    81% No.３’ 22.3%       100%
永久から有限へ

スライド調整

No.４ 18.3%         85%

制度改正の影響
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【国共済＋地共済】 【私学共済】

保険料率 給付水準 保険料率 給付水準

No.１ 28.3%        100%   26.3%       100%

国庫負担引上げ 国庫負担引上げ

No.２ 25.7%        100% 23.0%  100%

スライド調整 スライド調整

No.５ 19.6%          81% 19.0%         81%

永久から有限へ 永久から有限へ

No.６ 18.8%          85%                 18.5%         85%

制度改正の影響
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制度改正の影響
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％

％
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衡方式
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財政の均衡期間を動かした場合の積立度合の見通し（イメージ図）

2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 2110 2120 2130 2140 2150 2160 2170
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財政の均衡期間を動かした場合の所得代替率指数（イメージ図）

0.75

0.8

0.85

0.9

0.95

1

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065
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財政の均衡期間を動かした場合の所得代替率指数（拡大図）

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

0.85
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確率的将来見通し とは

・将来推計に使用する前提（基礎率）が確率的
に変動するものと考え、

・シミュレーションを多数回行い、将来の姿を一
つの数値やパターンではなく、確率分布の形で
把握しようとするもの

・示された将来の姿の実現度合いがわかるため、

その対策の検討に活用できる
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確率的将来見通しで動かす前提
（アメリカのＯＡＳＤＩの例）

• 出生率
• 死亡率
• 入出国率
• 消費者物価指数
• 賃金上昇率
• 失業率
• 運用利回り
等
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（確率的将来見通しの結果例）
アメリカＯＡＳＤＩの積立比率の将来の分布

アメリカOASDI Trustees Report より


